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８ 健康福祉政策課【当初予算　20,766千円・決算　9,677千円】
12/5(水)千葉市民会館にてちばハートフル・ヒューマンフェスタ（人権週間(12/4～12/10)に併せて講演
会とコンサート等）を開催及び8/8(水)千葉市文化センターにて人権問題講演会を開催、交通広告(ポス
ター掲示とステーションギャラリー)の実施、リーフレット(4,600部)やポスター(5,000枚)等の作成・配
布、人権啓発案内冊子(3,000冊)を作成・配布し人権をテーマとする研修会への講師派遣(38件)、人権啓
発ビデオの貸出(105件)などにより、広報・啓発を実施した。
 また、10月に人権啓発指導者養成講座(短期集中型の12講座)を開催し、人権啓発のリーダー的存在とな
る人権啓発指導者を養成した。

９　くらし安全推進課【当初予算366千円・決算300千円】
　各種相談窓口をまとめた「犯罪被害者等のための相談窓口等のご案内」のリーフレット16,000部、ポス
ター1,100部作成し、市町村や県警、千葉県安全安心まちづくり推進協議会員、県内の県立・市立・私立
高等学校等に配布して相談窓口の広報啓発を推進した。
　また、県ホームページにも掲載し、県民に対する情報提供に努めた。

８　健康福祉政策課
　様々な機会をとらえ、講演会、研修会、広報などを通じて人権啓発を推進できた。
　なかでも、人権啓発パンフレットを作成・送付することにより、人権をテーマとする研修会への講師紹
介の依頼を受け、野田市の公民館に講師を紹介し、市民61人を対象に夫婦円満に過ごす秘訣についての講
演会が行われ、講演内容について関心や理解が深まった(92%)、「夫婦の在り方を反省する機会となっ
た」等の感想が寄せられ高い評価を受けた。
　また、10月に開催した人権啓発指導者養成講座(短期集中型の12講座)では、女性の人権について「女人
禁制」問題を切り口に、現代に女性差別が存在する歴史を語った講座もあり、結果アンケートにより満足
だった(約86％)と高い評価を受けた。
　
９　くらし安全推進課
　犯罪被害者及びその家族・遺族が直面する可能性のある問題を幅広く想定し、各分野における公共の相
談窓口を掲載することで、相談者自らが、必要な時に相談することが可能となった。
　また、医療機関の相談員（ソーシャルワーカー）等からリーフレットについての問合せを受けるなど、
支援する側にも有効に活用されている。

当初予算額（千円） 21,132 決算額(千円) 9,977
８人権啓発の推進（健康福祉政策課）
　「ＤＶが人権侵害である」と認識する人の割合は高まってきているが、身体への暴力ば
かりでなく、精神的、性的な暴力など、様々な形でＤＶは存在しており、引き続き県民一
人ひとりの人権意識を高め、人権への理解を深めていく必要がある。
　家庭・学校・地域社会・職域などあらゆる機会をとらえ、講演会、研修会、メディアを
使った広報などを通じて人権啓発を推進する。

９「犯罪被害者等相談窓口」に係る広報啓発活動の推進（くらし安全推進課）
　犯罪被害者等のための相談窓口を広く県民に広報するため、「犯罪被害者等のための相
談窓口等のご案内」のリーフレット、ポスターを作成し、関係機関に配布するとともに、
各種イベント等を通じて広報啓発活動を推進する。
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多様な主体に向けた広報啓発の推進

健康福祉政策課・くらし安全推進課

ＤＶの根絶に向けた啓発の充実



３　課題及び改善すべき点はあるか、ある場合、今後どのように対応していくのか。
＜課題・改善すべき点＞
８　健康福祉政策課
　さらなる効果的な人権啓発の推進のため、新たな広報活動の検討。

９　くらし安全推進課
　様々なものが電子化されていることから、リーフレットやポスターの紙媒体だけでなく、県や市町村を
はじめとする関係機関のホームページ等による情報発信を充実させることが必要であると考えている。

＜今後の方針＞

８　健康福祉政策課
　引き続きアンケートや報告書等を集計・分析し、さらなる効果的な人権啓発活動を検討し、講演会、研
修会、広報などを通じて人権啓発を推進し、人権意識を高め、人権への理解を深めていく。

９　くらし安全推進課
　県のホームページ上で犯罪被害者等のための相談窓口に関する情報を充実させるとともに、各市町村や
関係機関・団体に対しても、当該機関のホームページ等への情報掲載の協力を求めていく。


